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７．むすびにかえて
　以上見てきたとおり、私人訴追制度を認める国家であって、当該国家とのい
かなる関連性も必要としないいわば絶対的普遍的管轄権の行使を国内法で認め
てきた国家や判事が、政治的圧力に直面し、普遍的管轄権の在り方について見
直しを迫られる事態に陥っている。こうした事態の背景には、普遍的な法的価
値の実現が主権国家並存の国家間関係によって分権的に執り行われているとい
う法制度上の矛盾が指摘できる 
84
。ゆえに、普遍的管轄権は本来的には過渡的性
質の制度であると捉えられ 
85
、常設の国際刑事裁判所の登場と共に、普遍的管轄
権の行使の分権性及び選択性が克服されるものと期待された。しかしながら、
待望された常設の国際刑事裁判所の設置条約の内容は、原則として、国家主権
を国際刑事裁判所に服させるのではなく、国際刑事裁判所を国家主権の受け皿
として置くという補完性の原則を採用するものであった。しかも、積極的補完
性が国際刑事裁判所の検察局によって採用され、今や国際刑事裁判所自身、国
際刑事裁判所の管轄権内の犯罪について国内の裁判所が裁く能力を自ら意欲的
に培うような能力開発（キャパシティー・ビルディング）を奨励する仕組みと
して積極的補完性を標榜していると評価できる。こうして、普遍的管轄権の仕
組みと同じ国際刑事司法の分権的性質が常設の国際刑事裁判所においても確認
されるのである。ゆえに、現段階の国際社会にあっては、人類全体に対する犯
罪行為の処罰という普遍的価値実現を目指す国際刑事司法に対して、なおも分
権的な制度で対応しようという国際社会の態度を我々は現実のものとして受け
止めなくてはならない。こうして国際法学は「分権的制度の中で国際刑事司法
の普遍性をいかに確保するか」というそもそも矛盾を孕んだ現実的課題に対す
る回答を示していかねばならない状況にある。
　本稿が示した通り、近い将来、国際刑事司法は、国家による普遍的管轄権の
84 前掲、脚注５、最上、26-27ページ。
85 同上。
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行使の制度と国際刑事裁判所の管轄権との競合という問題に直面するであろ
う。むしろ、積極的補完性という政策によって、国家の普遍的管轄権が国際刑
事裁判所によって重宝される可能性もある。その際の課題は、分権的な制度を
いかにして普遍的なものに近似させて機能させていくかということになろう。
注意せねばならないのは、確かに、国際刑事司法は国際社会及び人類に対する
犯罪行為の処罰という遠大な目的をもった司法制度であるが、結局のところ、
個人の刑事責任を追及する刑事司法手続という国内の刑事司法手続と同じ仕組
みにより運営されているという点である。したがって、国際刑事司法といえど
も、適正手続の確保という要請に従って捜査・訴追が行われなければならない。
適正手続の確保という問題を無視してこの分権的国際刑事司法制度を運用して
いくわけにはいかない。国際刑事司法体制が国家の普遍的管轄権や国際刑事裁
判所の補完性の原則によって分権的に運用されていくに当たり、実体面での正
義の普遍的追及の確保はもちろん、手続面においても分権的制度ゆえの被告人
の不利益を解消していく術を見出していかねば、国際刑事司法の正統性は確保
できない。
　先に見た普遍的管轄権の制限化の動向は、普遍的管轄権の普遍性を減少さ
せ、益々分権的な国際刑事司法制度へと向かう兆候とも考えられる。これもま
た国際社会が現発展段階で志向する国際刑事司法なのであり、この分権的な普
遍的管轄権の存在意義を、国際刑事裁判所の補完性原則との関係においても、
より広く国際刑事司法制度の推進という意味においても検証する必要がある。
今回の論稿では、普遍的管轄権と補完性の原則の交錯の問題について主に理論
上の課題を検討するにとどまった。また、力不足によって、普遍的管轄権の国
家実行を精査することができなかったので、普遍的管轄権と国際刑事裁判所の
管轄権の競合についての手続上の課題の検証を今後の課題としたい。
（法学部　准教授）
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付録 【翻訳】プリンストン原則
普遍的管轄権に関するプリンストンプロジェクト
普遍的管轄権に関するプリンストンプロジェクトの参加者たちは、国際法の継
続的な発展、国内法体系における国際法の適用を促進するため以下の諸原則を
提案する。
第１原則　普遍的管轄権の基本原理
１．ここに掲げる諸原則の目的上、普遍的管轄権とは、犯罪の行為地、容疑者
や有罪となった犯罪者の国籍、被害者の国籍、普遍的管轄権を行使する国家
とのその他一切の関連にかかわらず、犯罪の性質のみに基づく刑事管轄権で
ある。
２．いかなる国の権限ある通常の司法機関も、第２原則１項に定められる国際
法上の重大な犯罪を行ったと十分に嫌疑のある者を裁くため、普遍的管轄権
を行使することができる。
３．いかなる国も、容疑者の罪の一見した有罪を証明し、引渡しにかかる者に
対して刑事手続の文脈において国際法規則および人権保護の基準に則って訴
追し、刑罰を執行することを証明する場合には、第２原則１項に定められる
国際法上の重大な犯罪を行った容疑者や有罪となった者に対する引渡し請求
の根拠として普遍的管轄権に依拠できる。
４．普遍的管轄権を行使する場合、又は引渡しの要請について普遍的管轄権に
依拠する場合、国家及び司法機関は被告人の権利及び被害者の権利、公正な
手続、司法の独立及び公平性を含む、しかしそれらに限定されることのない
国際的適正手続規範を遵守しなくてはならない（以下、国際的適正手続規範
と言及する）。
５．国家は、善意且つ国際法上の権利及び義務を遵守して普遍的管轄権を行使
― 146 ―
九州国際大学法学論集　第17巻　第１号（2010年）
しなくてはならない。
第２原則　国際法上の重大な犯罪
１．この原則の目的上、国際法上の重大な犯罪には、(1)海賊、(2)奴隷、(3)戦
争犯罪、(4)平和に対する罪、(5)人道に対する罪、(6)集団殺害罪、(7)拷問が
含まれる。
２．第１項に掲げられる犯罪に対する普遍的管轄権の適用は、その他の国際法
上の犯罪に対する普遍的管轄権の適用を妨げるものではない。
第３原則　国内立法を欠く場合の普遍的管轄権への依拠
第２原則１項に定められる国際法上の重大な犯罪に関して、国内立法が明示的
に普遍的管轄権を規定していない場合であっても、国内司法機関は普遍的管轄
権に依拠できる。
第４原則　個人責任に対する支持の義務
１．もしも国際法上の犯罪を捜査又は訴追している他国が行政的及び司法的な
共助のあらゆる利用可能な手段を用い、その他の必要かつ適切な措置をとっ
ており、国際的規則及び基準に合致している場合には、国家は、国際法上の
犯罪について容疑を掛けられた又は有罪となった者を国際的適正手続規範に
準拠した法的手続にしたがって訴追しあるいは引渡すという国際義務を順守
しなくてはならない。
２．普遍的管轄権の行使をする際、請求国が善意の根拠を有しており、請求に
かかる証拠が国際的適正手続規範に則って利用される場合には、国家は訴追
のために他国から証拠を得る目的で司法共助を要請し得る。
第５原則　免除
第２原則１項に定められる国際法上の重大な犯罪に関して、国家元首又は政府
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の長もしくは責任ある政府の高官としての公的地位が、その者の刑事責任を免
れさせ又は刑の減軽をすることはない。
第６原則　時効
時効その他いかなる形式の時効も第２原則１項に定められる国際法上の重大な
犯罪には適用されない。
第７原則　恩赦
１．恩赦は、第２原則１項に定められる国際法上の重大な犯罪に対して責任を
追及する国家の義務と一般的には両立しない。
２．第２原則１項に定められる国際法上の重大な犯罪に関する普遍的管轄権の
行使は、国家の国際法義務違反を構成するような恩赦によって妨げられな
い。
第８原則　国家管轄権の競合の解決
一以上の国家が管轄権を有する又は主張する可能性がある場合であって、身柄
を確保している国家の管轄権の根拠が普遍主義以外に存在しない場合には、当
該国家又はその司法機関は訴追するか又は引渡すかを決定するに当たり、以下
の基準を総体的に考慮して決定を下さねばならない：
⒜ 多数国間又は二国間条約上の義務；
⒝ 犯罪行為地；
⒞ 請求国と容疑者との国家的関連；
⒟ 請求国と被害者との国家的関連；
⒠ 請求国と容疑者、犯罪又は被害者とのその他の関連；
⒡ 請求国での訴追の可能性、誠実さ、効率性；
⒢ 請求国における訴追の公正さ及び公平さ；
⒣ 請求国における証拠の入手可能性及び当事者及び証人の便宜；
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⒤ 正義の利益
第９原則　一事不再理・二重の危険
１．普遍的管轄権の行使の際には、国家またはその司法機関は、刑事手続に服
する者について、その過去の刑事手続やその他の責任追及手続が誠実に且つ
国際規範及び基準に則って執り行われている場合、その者が同一の犯罪行為
につき複数の訴追や刑罰に服さないよう確保しなくてはならない。
２．国家は他国の適切な普遍的管轄権の行使の有効性を承認し、そのような管
轄権を国際的適正手続規範に則って行使する権限ある国内的司法機関又は権
限ある国際的司法機関の終局判決を承認しなくてはならない。
３．第２原則１項に定められる国際法上の重大な犯罪について普遍的管轄権を
行使する国家によって訴追され又は有罪とされた者は、いかなる国内又は国
際司法機関においてもさらなる刑事手続に反対するため、一事不再理の主張
をする権利及び法的地位を有している。
第10原則　引渡しの拒否事由
１．国家またはその司法機関は、引渡しに係る者が死刑に直面する恐れのある
場合又は拷問その他の残虐もしくは非人道的刑罰又は取り扱いに服する恐れ
のある場合、又は引渡しに係る者が国際的適正手続規範の侵害されるような
偽りの手続に服するかもしれず、そうならないことへの十分な保障が提供さ
れない場合、普遍的管轄権に基づく引渡しの要請を受け入れることを拒否し
なくてはならない。
２．この原則に基づいて引渡しを拒否する国家は、国際法によって認められて
いる場合、第２原則１項に定められる国際法上の重大な犯罪について個人を
訴追するか又は当該個人が第１項に言及された危険にさらされる恐れのない
他国へその者を引渡す。
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第11原則　国内法の採択
国家は、必要に応じて、普遍的管轄権を可能としこれら諸原則を実施するため
に国内法を制定しなくてはならない。
第12原則　将来の条約への普遍的管轄権の導入
国家は、すべての将来的条約及び既存の条約の議定書において、第２原則１項
に定められる国際法上の重大な犯罪に関して普遍的管轄権の規定を含めなくて
はならない。
第13原則　責任の強化と普遍的管轄権
１．国内司法機関は国内法をこれらの諸原則に合致する方法で解釈しなくては
ならない。
２．これらの諸原則は、国家が国際法上認められた合法的手段によって、国際
法上の犯罪の遂行を防止し訴追するという国家の権利及び義務を制限するも
のと解されてはならない。
３．これらの諸原則は国際法における普遍的管轄権の継続的発展を制限するも
のと解釈されてはならない。
第14原則　紛争の解決
１．国際法及び国連憲章に従って、国家は普遍的管轄権の行使から生じた紛争
を全ての利用可能な平和的紛争処理の手段によって、とりわけ国際司法裁判
所への紛争の付託を通じて処理しなくてはならない。
２．紛争問題の継続中、普遍的管轄権を行使しようとしている国家は、逃亡の
合理的危険性が存在する場合及び当該国家の司法機関においてその者の将来
的な出廷を確保する為の他の合理的な手段が見つからない場合を除き、被告
人を拘束してはならず他国によって拘束されている者を請求してはならな
い。
